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「日本の中長期的課題を考え、またそれにどう対峙し、どのような姿を目指すべきか。」このよ

うな視点から、伊藤元重理事長が各界の第一線で活躍する方を迎えての対談を通して、日本の未

来を探っていきます。 

（2009年度刊行）

第 54 回 2010 年  3 月 東アジア共同体の課題と可能性                            東京大学  田中明彦

第 53 回   3 月 アジアから見た東アジア共同体の現状と可能性         アジア開発銀行  黒田東彦

第 52 回 2009 年 12 月 「何のために」が問われる日本の情報基盤                 慶應義塾大学  村井純

第 51 回      10 月 日本の「科学技術政策」を問い直す                     千葉工業大学  松井孝典

第 50 回           9 月 温暖化問題と日本の対応                     国立環境研究所 亀山康子

第 49 回      7 月  高齢化社会を見据えた財政のあり方                         東京大学 井堀利宏

財団法人 総合研究開発機構 (NIRA / National Institute for Research Advancement ) 
〒150-6034   東京都渋谷区恵比寿 4-20-3 恵比寿ガーデンプレイスタワー34 階

（資料についてのお問い合わせは、研究業務課まで）

TEL：03-5448-1735 FAX：03-5448-1744  メール：info@nira.or.jp
URL：http://www.nira.or.jp/  メルマガ申込先： emag@nira.or.jp

 

 

日本で財政破綻が起きていないのは、消費税の水準が諸外国と比較して低

く、増税の余地を残しているからだ。財政の健全性を取り戻すためには、

消費税のアップが必要で、その税率は 25～30％になるであろう。 

基礎研究としての「科学」と実用性に軸足をおいた「技術」を切り離し、

双方をバランスよく振興していくための戦略的な政策が不可欠。各省庁に

分散した機能の一元化や政策形成に科学者の専門的な知見が反映される

しくみづくり、大学の役割とあり方の見直しなどが早急に求められる。 

「ＩＴ」という道具は、すべてのものを数字で扱えるツールである。これ

によって知識から芸術に至るまで、あらゆる分野の異なる物事を情報基盤

という同じ社会インフラで共有することが可能となった。 

 
慶應義塾大学 村井純氏 

国立環境研究所 亀山康子氏 

世界に先駆けた画期的な技術革新が、環境問題解決のための切り札となる

ばかりか、日本の新しい強さにもなる。「世界は長期的に低炭素社会に向

かっている」という方向性を明確に示したうえで、企業が新たな技術開発

に安心して取り組める環境を作っていく必要がある。 

千葉工業大学 松井孝典氏 

東京大学 井堀利宏氏 

NIRA 対談シリーズ http://www.nira.or.jp/president/interview/index.html
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